登録研修機関業務規程
	事業者番号
	※記載不要
	事業所名称
	※登録申請書に記載した名称

	所在地
	〒　　　-



	連絡先・
相談窓口
	所　　属
	
	職 氏 名
	

	
	電話番号
	　　　（　　　）　　　　
	FAX番号
	　　　（　　　）　　　　

	
	E-mail
	　　　　　　　　　@


※太線内を記入すること。
１　研修の内容
	1 開講の目的
	貴事業所にて喀痰吸引等研修を開講する目的を記載すること
（例）

・喀痰吸引等研修事業の適正な運営を確保するために必要な事項を定め、円滑な事業の運営を図るとともに、受講者が適切な知識及び技能を習得するために必要な研修を行うことを目的とする。

・特別養護老人ホーム等（の施設・事業所・居宅）において、必要なケアをより安全に提供するため、適切にたんの吸引等を行うことができる介護職員等を養成する

・介護職員が適切な喀痰吸引・経管栄養を行えるよう、本研修を通じて知識及び技術を習得し、実際の現場で活躍できる人材を育成する。



	2 研修の名称
	喀痰吸引等研修

	3 研修の課程

※実施予定の課程に○を記入すること。
	
	第１号研修（喀痰吸引及び経管栄養のすべて）

	4 
	
	第２号研修（口腔内の喀痰吸引、鼻腔内の喀痰吸引、気管カニューレ内部の喀痰吸引、胃ろう又は腸ろうによる経管栄養、経鼻経管栄養）

	5 
	
	第３号研修（各喀痰吸引等行為の個別研修）

	6 実施開始日
	　　年　　月　　日　　～　

	7 研修の講師
	必要講師人数　　　人（講師名簿については，別紙科目別講師一覧表のとおり。）

	8 実施の場所
	講　義
	

	
	演　習
	

	
	実　習
	

	9 定　　　員
	　　　　　　名　　　※１回の研修における予定最大人数を記入すること。

	10 受　講　料
	金　　額
	第１号研修
	　　　　　　　円　(※テキスト代、消費税を含む)

　免除資格がある場合は詳細を記載すること

	11 
	
	第２号研修
	　　　　　　　円　(※テキスト代、消費税を含む)
　　　　　　　　　　　　免除資格がある場合は詳細を記載すること　

	12 
	
	第３号研修
	　　　　　　　円　(※テキスト代、消費税を含む)

	
	支　　払　　方　　法
	記載例

・口座振替（支払申込み後○日以内）
・研修開始前に現金払い
　一括払い　分割払いの有無等

	
	解約条件・返金の有無
	受講料の返金の有無や解約条件を具体的に記載すること
記載例）

・開講日の○日前までの申し出の場合は全額返金します。
・開講日の○日前までの申し出の場合は事務手数料として基本研修費の○％を差し引いて返金します。

・応募者が定員の半数に満たない場合は、開講を中止する場合があり、開講中止の際には全額返金します。



２　受講資格・受講の手続き
	1 受講資格
	※受講資格の規定はないが、質を担保するため等、必要な条件があれば記載すること。ただし同法人の限られた従業者のみを対象とすることや、第1号・第2号研修における実地研修先を、受講者の自施設のみとすることは認めていません。

記載例）
・施設・事業所で勤務する介護職員等であって、医療的ケアを必要とされる方の支援をしている者
・介護職員初任者研修（旧ホームヘルパー2級）取得者
・概ね○年以上の介護現場における実務経験を有する者

・老人福祉法、介護保険法に定める介護サービス事業（予防を含む）、障害者自立支援法に基づく障害者福祉サービス事業において介護職員として従事している者及び従事予定者

	2 申込方法
	記載例）

・持参

・郵送またはＦＡＸ
・電話連絡による受講申込み

・指定申込用紙を郵送、またはホームページより申込み。


	1 申　込　先
	

	2 受講決定
	受講が決定の方法及び、決定通知の仕方等、記載すること
記載例）
・申込み受付後、受講料の支払いが確認された時点で受講を決定する
・先着順に受付。定員になり次第受付終了する
・受講決定者には書面を郵送にて通知



	③科目免除

	免除の有無
	有（省令上の規程の全部・一部）　　・　　無

	
	免除科目
	※免除有の場合は、「喀痰吸引等研修機関の登録申請手続きについて」4研修実施基準(4)研修の一部履修免除を参考にして記載すること


	
	対　象　者
	研修の一部履修免除規程に準じる。

	
	申込方法
	規定する研修等を修了（履修）した証明書の写しを申込書に添えて
提出すること



３　受講上の注意事項
	1 遅刻･早退･

欠席の取扱
い
	遅　　　刻

早　　　退
	遅刻・早退の基準及び補講の方法について記載すること

記載例）

・原則認めない。災害等や体調の急変などの事情によりやむを得ないと判断された場合、○○分までは認める。

・公共交通機関による遅刻については、遅延証明証を以て、○○分まで遅刻として取り扱う。
・遅刻・早退の場合、その研修は欠席となり、補講の対象とする。

	
	欠　　　席
	欠席の基準と欠席時の対応について記載すること

記載例）
・終日欠席、または、当該研修機関の授業の○割以上の遅刻早退の場合、欠席扱いとする。

・欠席した科目は他のコースで受講すること。


	2 補講の実施
	実施の有無
	有　　・　　無

	
	可能な科目
	記載例）

・全ての科目
・基本研修（講義）、基本研修（演習）のみ


	
	補講の上限
	補講の時間数等、上限があれば記載すること

記載例）
・制限なし

・○科目まで

・○日間まで


	
	補講の方法
	補講の実施方法について具体的に記載すること

記載例）

・次回研修にて振替補講をおこなうこと
・当研修期機関が定める補講日にて補講すること



	
	補講の費用
	費用の有無、費用について具体的に記載すること

記載例）

・補講の費用は無料
・講義　　○○○○円/1科目

・演習：1日につき○○○○○円

	
	注意事項
	補講にあたっての注意事項を記載すること



	3 修了の取扱
　い
	修了評価
の方法
	・喀痰吸引研修実施要項（社会福祉士及び介護福祉士法施行規則別表第一及び第二号研修の習得程度の審査方法）のとおり


	4 
	修了認定
の方法
	・喀痰吸引研修実施要項（社会福祉士及び介護福祉士法施行規則別表第一及び第二号研修の習得程度の審査方法）のとおり


	5 受講の取消
　し
	受講の取消しを行う場合、またその際の受講料払い戻しの有無について具体的に記載すること
記載例）

・申込時に虚偽の申請をおこなった者

・開講までに受講料の入金をしなかった者。

・無断で遅刻・早退・欠席をした場合

・研修の秩序を見出し、他の受講生に対し迷惑行為を行った者。

・学習意欲に著しく欠け、修了の見込みがないと認められた者。

・知識・技術が著しく不足しており、研修修了が困難と判断された場合

・受講生自身から受講継続の意思の無いことを申し出た者。

・当研修機関が不適当とみなした者。

　・基本研修（演習）が所定回数若しくは合格基準に達しない場合

　・講師及び実地研修指導者の指示に従わなかった者。

　・秘密保持契約の違反する行為があったと判明した者。　　

	6 修了証の再発行
	修了証の再発行の方法について記載すること

記載例）

・紛失等の場合は、受講生本人の申し出により再発行する。なお、再発行手数料として、○○○○円を徴収する。


４　安全管理・秘密保持
	1 研修委員会の設置
	・研修に実施及び修得程度の審査を公正かつ適正に行うための体制として、連携する医師、研修講師、経理担当者等により構成される「喀痰吸引等研修実施委員会」を設置する。（委員名簿については別途作成すること）

	2 安全管理のための体制
	研修実施における安全管理の体制について具体的に示すこと

記載例）

①安全管理体制に関する事項

実地研修の実施においてヒヤリハット事例を蓄積し、研修委員会で安全体制について協議する。また、基本研修（講義）時にも事例を紹介し、安全に対して注意を促し、介護職員等も安全管理体制を促進する。

②事故発生時の対応について

研修の実施、特に実地研修の実施にあたっては、研修講師である医師及び看護師との連携及び役割分担により的確な安全管理体制の確保に努めるものとする。事故が発生した場合は、実地研修施設の配置医師に連絡し、必要な指示を受けると共に、家族など身元引受となる者への連絡を行う。必要に応じて、救急救命措置を看護師により行うと共に、救急搬送の手配をとる。事故発生の記録を時系列で記録に残すものとする。

③損害賠償保険の加入

当該研修事業の実施に先駆け、実地研修の実施における安全確保措置として、損害賠償保険に加入する。

研修中の事故である場合、研修主催者の責任が及ぶ場合において、施設賠償責任保険で対応する。ただし故意や過失による破損や紛失については、本人の実費弁償とする。



	3 業務に関して知り得た秘密の保持
	個人情報に関する取扱いについて具体的に記載すること

記載例）

・大阪府に研修実施状況を報告する場合を除き、研修の実施に際して知り得た個人情報を研修目的以外のために利用、又は第三者に提供しない。

・研修に携わる者は、研修実施に際して知り得た情報をみだりに他人に知らせてはならない。業務を廃止した後においても同様とする。

・研修に関する従業者、指導者等に秘密を保持する旨を雇用契約の条件とする。その他、研修委員等に関しても秘密保持の誓約書の提出を就任の条件とする。

※個人情報保護規定について既存のものがあれば資料として添付すること

	4 帳簿及び書類の保存
	帳簿及び書類の保存について具体的に記載すること

記載例）

①保存について

喀痰吸引等登録研修機関の登録、更新、変更に係る申請書、届出書及び添付書類並びに修了者管理名簿等の関係帳簿類は永年保存とし、その他関係書類の保存は5年間とする。

　②廃棄について

関係書類の保存は確実でかつ秘密が漏れることのない方法により行い、廃棄は、焼却その他の復元することができない方法により行う。

　③業務廃止の場合

　　登録研修機関を廃止する場合は、修了者管理名簿を大阪府に引継ぐものとする。　



【その他】登録基準に適合することを証する書類について、次のものに指定様式はありません。以下に留意して作成してください。
○備品一覧

当該研修に使用する備品一覧について品名と数量、レンタルの有無等記載

○図書目録

　研修で使用するテキスト、参考図書など記載すること

○研修事業に係る収支予算及び財務計画　

　当該研修を実施した際の収入、支出について内訳を具体的（算出根拠）に記載すること

　収入（受講料等）

　支出（テキスト代・補助教材・実習教材消耗品代等・講師費用（交通費）・事務人件費
・広告宣伝費・事務消耗品費・損害賠償保険費等）
○修了者名簿保管に係るマニュアル（業務規程で具体に示している場合は不要）

　　修了者名簿の保管方法について作成すること

　　どのような方法（紙媒体・電子媒体）でどこに保管するか。事業廃止の際の引継ぎ方法等　

　

参考様式





研修を実施する行為のみを記載（２号研修）





事業所以外で行う場合は別紙５（実地研修実施機関承諾書）が必要です。








